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国名 条約締結状況 著作権に係る全般的な課題 集中管理に係る現状と課題

インドネシア ベルヌ条約(1996)

TRIPs協定(1995)

WCT(2004)

WPPT（2005）

・デジタル化とインターネット上の海賊版による
新しい形態の著作権侵害

・ケーブルＴＶによる著作権侵害

・市民の著作権についての意識の欠如

・多数の集中管理団体が乱立

・集中管理団体の設立とその業務に関す
る法律上の規定が存在しない

・著作権法の改正により、ワンストップサー
ビスの導入

マレーシア ベルヌ条約(1990)

TRIPs協定(1995)

WCT(2012)

・デジタル化に対応した著作権の権利執行

・著作権の普及啓発プログラム

・2012年の法改正により集中管理団体の
認可制度を導入

・よりよい集中管理団体行政のための集
中管理団体のモニタリング

インドネシア・マレーシア・タイ・ベトナムにおける
著作権に係る現状と課題等

WPPT（2012） 中管理団体のモニタリング

・集中管理団体のマネージメントに係る能
力開発

タイ ベルヌ条約(1980)

TRIPs協定(1995)

・市民の著作権についての意識の欠如

・オンライン上の海賊版に対応した著作権法と
権利執行

・集中管理団体に関する規定が存在しな
い

・32の団体が乱立（全て音楽分野）

・重複徴収や非合法的な徴収

ベトナム ベルヌ条約(1980)

TRIPs協定(2007)

・市民の著作権についての意識の欠如

・デジタル化の中での著作権保護

・権利執行機関の職員の著作権保護のための
知識と技術の欠如

・集中管理団体の経験が浅く円滑な管理
が行えない

・集中管理制度が十分に整備・洗練されて
いない

・集中管理団体の役割と能力の強化



・文化庁拠出金によるWIPO集中管理団体
研修の実施

・エンフォースメント機関職員を対象としたト
レーニングセミナーの実施

・著作権普及啓発イベントの実施

・協力事業の成果及び対象国の要請
をふまえ、トレーニングセミナーを継
続的に実施インドネシア

・幹部職員による文化庁
及び関係省庁・団体へ
の研修

・文化庁拠出金によるWIPO集中管理団体
研修の実施

・協力事業の成果及び対象国の要請
をふまえ、権利執行等に係るセミ

実施済みの事業 今年度実施予定の事業 今後の予定

平成２５年度 平成２６年度

インドネシア・マレーシア・タイ・ベトナムに対する
著作権に係る協力事業の実施状況

・著作権に係る日本の普及啓発資料等の
翻訳

・協力事業の成果及び対象国の要請
をふまえ、普及啓発にかかるワーク
ショップ及びインターネット上の著作
権の保護に係るセミナーを実施

ベトナム

研修の実施

・著作権の権利執行等に係るセミナーの開
催

をふまえ、権利執行等に係るセミ
ナーを実施マレーシア

・文化庁拠出金によるWIPO集中管理団体
研修の実施

・著作権の普及啓発及び保護に係る民間
団体の活動についてのセミナーの実施

・協力事業の成果及び対象国の要請
をふまえ、普及啓発にかかるワーク
ショップを実施タイ



その他の海外協力の実施状況

［平成２５年度］
○ミャンマー知的財産制度整備支援への協力
・ミャンマー知財戦略調査団の訪日プログラムへの協力（特許庁事業）
・ミャンマー知的財産制度整備支援チームに参加（特許庁事業）
・ミャンマー知的財産庁設立支援調査 第一次現地調査に参加（国際協力機構事業）

○中国著作権法訪日研修への協力（国際協力機構事業）

○カンボジア知財戦略調査団訪日プログラムへの協力（特許庁事業）

［今後の予定（平成２５年度）］
○日墨戦略的グローバルパートナーシップ研修「知的財産（短期）」への協力（国際協力機構事業）

○ミャンマー知的財産制度整備支援への協力
・ミャンマー知的財産庁設立支援調査 第二次現地調査に参加（国際協力機構事業）
・ミャンマー知的財産庁設立支援調査 第三次現地調査に参加（国際協力機構事業）


